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第 4 章　自然条件と環境

4 － 1　自 然 条 件

（1）ヴィエトナム全国の自然条件概要

1）地形・地勢

ヴィエトナム国は、おおむね北緯 5 度 37 分～ 20 度 27 分、東経 97 度 22 分～ 105 度 37 分

に位置し、アジア大陸の東南部の中心的な地理条件にある。

ヴィエトナム国はインドシナ半島の東側に位置する細長い S 字状の国で国土の西側に南北

方向にチュオンソン山脈が縦走している。東側は南シナ海に面し延長約 3,260km の海岸線が

ある。地形的にはおおよそ北部、中部及び南部の 3 地域に大別される。

北部は中国及びラオス北部と隣接する山岳・内陸部及び中国雲南省を源流として流れてい

る全長 1,140km の紅河がある。これらの山岳に、特に石灰岩質系の山が豊富で風雨により浸

食された鋸の歯状の険しい山脈が多い。紅河の下流にはデルタ地域が広がっており、首都

HANOI や HAI PHONG はこの地域に位置している。

中部は西のラオスと隣接し山脈が海岸に迫って平野の幅が狭く約 70 ～ 80％の土地が丘陵

や山岳地帯である。残りはDA NANG のような狭い沿岸部であり海岸線に沿って砂丘や入り

組んだ入り江や干潟が多い。山脈が海岸線に迫っている箇所は比較的水深のある小湾が多く

天然の良港として利用されている。この地域は台風の常襲地帯であるが、ヴィエトナム国の

古都フエとその南のDA NANG との間に全長 20km、標高 496m のハイヴァン峠があり、こ

こを境にして南北の気候も大きく変わり、台風もこの峠に妨げられてその南側にはほとんど

影響を及ぼさない。

南部は西のカンボディアに隣接しチェオンソン山脈の切れた南側に広大なメコンデルタが

形成されている。そのメコン河はチベット高原を源流としてミャンマー・ラオス・タイ・カ

ンボディアを経由して流入している。南部地域の沿岸は遠浅の大陸棚が形成され豊かな漁場

が発達している。商業都市HO CHI MIMH 市はこの地域の中心である。

2）地　震

西暦 1500 年から 1975 年までの記録によればヴィエトナム国に地震が発生したという記録

はない。北方で国境を接している中国の雲南、広東、広西各省の地震記録が散見されるのみ

である。現地のヒアリングでも地震についてはヴィエトナム国では経験がないという意見が

多く、かつ既存の建築物なども耐震設計になっていないにもかかわらず被害を受けていない

様子であり、今後の構造物の設計に対して地震は考慮する必要性が少ないと判断される。
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3）気　象

南シナ海は台湾から赤道までつながっており北太平洋とインド洋とを直結している。ヴィ

エトナム国の気候はアジア・モンスーン地帯に属しているが、北部山地の冷涼気候、北部か

ら中部にかけての湿潤な亜熱帯気候、南部低地の熱帯モンスーン気候に大別できる。一般に

5 月から 10 月にかけて雨期、11 月から 4 月は乾期となるが、南シナ海の湿気を運ぶ季節風

によって中部の 12 月、1 月は降水量が比較的多い。台風はフィリピン東部より南シナ海を西

進して、北緯 14 度以北に襲来する。気候は、北部は亜熱帯気候で四季の変化があり、南部は

熱帯モンスーン地域に属し雨期、乾期の 2 期が顕著である。中部はその中間である。

台風の進路も季節的変化があり、冬期には南方へ夏期には北方へ向かう。南シナ海に影響

を及ぼす台風は台湾の東で転向するものが多く、通常 1 年に、4 ～ 5 個の台風がヴィエトナ

ム国の沿岸に来襲する。

4） 海　象

ヴィエトナム沿岸の潮汐は北部からビン付近までは 1 日 1 回潮であるが南部地域は 2 回潮

といわれている。主な地域の平均最高潮位（MHWL）は以下のとおりである。

HONG GAI MHWL ＋3.6m QUI NHON MHWL ＋1.7m

VIN MHWL ＋2.7m NHA TRANG MHWL ＋1.8m

DA　NANG MHWL ＋1.2m CAM RAMH MHWL ＋1.7m

メコンデルタにおいて河川水位が 1 ～ 6 月の間が低くて外向流の速さは 2 ノット、7 ～ 12

月の間は高くて外向流の速さは 4.5 ノットまでと推定されている。

（2）　プロジェクト対象地域の自然条件概要

1） 自然条件一般

本件調査対象地域は、ホーチミン市、ドンナイ省、バリアブンタウ省の 3 省に属し、その

中心にあるホーチミン市はヴィエトナム国の経済の中心都市である。当地域は、カンボディ

ア国境を源流とするサイゴン川、同地方北東のダー・ラット高原を源流とするドンナイ川の

創り出したデルタ平原の中心部に位置する。同地方の平原は、西方に広がるメコンデルタと

境がなく接続していて、世界最大級のデルタを形成している。

対象地域は、北緯10 度 20 分～ 35 分、統計106 度 30 分～ 107 度 10 分に位置し、熱帯モン

スーン気候に属し、5 月～ 10 月の雨期と 11 月～ 4 月の乾期に大別される。年平均気温約 29

℃、年平均湿度約 77％と年間を通じて高温多湿である。

ヴィエトナム国全土において、行政上の県は 61 県ある。最新（1999 年 4 月）の調査による

と、全土の面積は 33 万 992km2、全国人口は 7,632 万人、人口密度は 231 人である。この調

査時点での、ホーチミン市の面積は 2,090km2、人口 503 万 7,200 人、人口密度は2,410 人で
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ある。また、ドンナイ県では、5,863km2、199 万人、人口密度 339 人であり、バリアブンタ

ウ県では、1,965km2、80 万人、人口密度 407 人である。以下、各県別での港湾を取り巻く自

然条件、立地条件、自然環境について述べるが、人口等の諸数値は、1999 年調査時点より前

（調査年不詳）の資料を使っている。

2）ホーチミン市

ホーチミン市は 17 の区と 5 つの郡から成っている。ホーチミン市街化区域は 12 区（第 1

区～第 12 区）で構成され、最北部はクチ郡、南端はソイラップ川河口とチーバイ水路に挟ま

れたデルタ最下流のカンゾー（CAN GIO）郡で、クリークによって分離している最先端のラ

グーンが、カンゾー島と呼ばれている。

ホーチミンは北から南に貫くサイゴン川の右岸（西側）に沿って都市化が進んでおり、東

側はトゥ・ドゥック地区（第 2 区、第 4 区含む）といわれるホーチミンの郊外区で、小さな

小川・クリーク・運河が網の目状に広がっている、左岸とは別世界ののんびりした農村の風

景がそこにある。水際にはマングローブが生い茂り、陸地の森林と一体となって密林を形成

し、自然がそのまま残されている。

サイゴン川はホーチミン市街区域に入ると大きく蛇行する。大蛇行の始まりはヴィン・タ

ン区で同区の中央部を国道 32 号が貫き、この国道橋（サイゴン橋）がサイゴン川の最下流で

の橋となっている。サイゴン橋は高架橋でないので橋下でのクリアランスが十分でなく、中

大型貨物船はここより上流には通行できない。サイゴン橋のやや下流にタンカン港がある。

ヴィン・タン区の下流はホーチミン最大の繁華街を擁する第 1 区である。川沿いにはホテル、

遊園地、公園等が建ち並び、水際線には旅客埠頭が並んでいる。ヴィン・タンからベンゲ水

路を越えると第 4 区になる、第 4 区はベンゲ水路とテ川に挟まれた輪島であるが、サイゴン

川右岸に沿って、ヴィエトナム国最大の港であるサイゴン港が配置されている。テ川を越え

ると第 7 区になり、未開拓用地も広がってくるが、サイゴン川右岸に、ベンゲ港があり、そ

の背後は商業用と住宅用地として建物が建て込んでいる。ベンゲ港の更に下流には、VICT

コンテナ港があり、活況を呈している。

以上タンカン港からVICT コンテナ港とその下流までの川幅は 250 ～ 350m でほぼ一定で

ある。この地区の対岸（左岸）は第 2 区で前述のトゥ・ドゥック地区の特徴をもつ典型的な

自然豊かな密林である。サイゴン川はVICT コンテナ港のまもない下流で、北東のダー・ラッ

ト高原より流下する大河川ドンナイ川に合流する。この地でのドンナイ川の川幅は、約 1km

とサイゴン川に比べ約 3 倍の広さになる。合流により、川はNHA BE 川と名前を変え、北緯

10 度 40 分の場所で 2 つの支流に分かれる。当地点で大きく右折蛇行した本流は少し下流よ

りソイラップ川と名称を変え南シナ海へと注ぐ。一方、直進する支流は、LONG TAU 川と

名前を変え、カンゾー区のほぼ中央を流れ、カンゾー島の東側から南シナ海へ注ぐ。LONG
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TAU 川の北緯10 度 32 分地点のDAN XAY で 1 つの支流が形成され、その支流は北緯10 度

30 分地点でDONG TRANH 川に結ばれ、DON TRANH 川は、カンゾー島の西側から南シナ

海へ注いでいる。

この南シナ海に注ぐ 3 つの河川は、物流と旅客輸送の面で重要な水路としての役割を果た

していて、ホーチミンのみならず、南ヴィエトナムの人々の生活を物流と人員輸送面で貢献

している。この、3 つの河川水路はそれぞれ特徴がある。ソイラップ川は、ドンナイ川の本

流としての大きな川幅をもった大河であり、蛇行しているものの、サイゴン港を利用できる

船舶の通行には何ら支障はない。ただし、ソイラップの河口部は、澪筋においても長さ約

9km にわたって水深がCD － 6.5m 以下であり、河口のみならず、途中でも水深が－6m に達

しない水路が数地域存在する。それゆえホーチミン市内のサイゴン港ほか各港湾には、満載

喫水 8.5m の船型まで入港・係留可能であるが、そのような最大船型の対象船舶はソイラッ

プ水路を通行できない。いずれにしても、ソイラップ川の水路全域にわたって水深は 5m 以

上確保されているので、それに適合する船舶はソイラップ水路を利用することが可能だし、

旅客船を中心に利用船舶は多い。

DONG TRANH 川は、LONG TAU 川支線からDONG TRANH 川への合流点までの水路幅

が狭く、合流点近くには道路橋があり、船舶の水路利用に制限がある。さらに、致命傷は、

河口部の両岸から発達した砂洲の存在である。砂洲から海洋部にかけての海域も非常に水深

が浅く船舶航行の水路としては適さない。

LONG TAU 川は、サイゴン川に立地する諸港湾を利用する貨物船や国際就航客船等の大

型船舶は、この LONG TAU 川の水路を、航路として使用している。LONG TAU 川の水深

は深く、毎年若干の浚渫を行えば、水路はCD － 8.5m を維持できる。現在－ 8.5m に維持浚

渫されている場所は、カンゾー郡の Tam Thon Hiep 地区の河川の蛇行している場所で、上

流よりDa Han、Propontis、Mui L’Est、Kervella、及びDON TRANH 川への支線入口部の

Dan Xay の 5 か所である。また、LONG TAU 川河口の海域であるGanh Rai では、1997 年

に現状水深が－7.6m であったものを－8.5m に浚渫された。それ以降、毎年40cm から 60cm

程度の埋没があり、毎年－ 8.5m まで維持浚渫されている。さらに、ホーチミン市街地区に

おいては、サイゴン川VICT 港の少し下流の P77 － P79 地点、ドンナイ川のサイゴン川との

合流点より少し下流のNavioil の 2 地点においても、毎年航路埋没が起こっていて、毎年維

持浚渫が行われている。

最近の 5 か年間の航路維持浚渫の実績では、毎年 35 万～ 60 万 m3 が浚渫されている。ま

た、地点別では、Kervella とMui L’Est 地点で全体の約半分の量の維持浚渫が行われていて、

CD － 8.5m が維持されている。維持浚渫が行われている地点を図 4 － 7 に示すとともに、最

近 5 か年の地点別維持浚渫量を、表 4 － 1 に示す。
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3）ドンナイ省

ホーチミン市の北東部に位置するドンナイ省は、省都であるビンホア市と 8 つの郡部から

成り、面積は5,866km2、193 万人余りの人口を擁する。省の中央部をドンナイ川が流れ、ホー

チミン市から国道 1 号線がビンホア市中心部を通り抜けていて、ビンホア市の入口付近でド

ンナイ川と交錯する道路橋が、ドンナイ川最下流の橋である。

ドンナイ港（ロンビンタン地区）は、その道路橋のすぐ下流に位置する。ロンビンタン港

は同国の大動脈である国道 1 号線に隣接し、物流拠点としては好位置にあるものの、下流に

岩盤層の浅瀬があり水深条件により、入港船舶が制限される。

ゴザウ地区ドンナイ港は、ロンタン郡のバリアブンタウ省との境に位置したホックタイ地

区にあり、チーバイ川の上流にある。

4）バリアブンタウ省

バリアブンタウ省は、ブンタウ市、バリア市と5 つの郡から成る、面積 1,960km2、人口 74

万 5,000 人余りの省である。本件の調査対象地点である、フーミー、カイメップ地区はタン

タン郡に属し、チーバイ川はホーチミン市とタンタン郡の境を流れる川である。チーバイ川

から見れば、タンタン郡は同川の左岸にあたり、森林とマングローブが茂る密林地帯である。

左岸に位置するフーミー地区の面積は32km2、人口は8,800 人足らずである。また、カイメッ

プ地区のある、ホックホア地区は 87km2 に 1 万 5,500 人足らずの人口である。一方、チーバ

イ川右岸はホーチミン市カンゾー郡のタンアン地区にあたり、密林地帯であり、148km2 の

地に 4,000 人足らずの人が暮らしているにすぎない。

もう 1 つの調査対象地である、ベンディンサオマイ地区はブンタウ市の第 2 地区に位置し

ている。ベンディンサオマイ地区の海岸は、遠浅海岸であり、陸域背後に山が迫っているの

で現況陸地に港湾用地を確保することは困難であるので、埋め立てに頼らざるを得ない。ま

た、同地域前浜海岸は漁船の停泊地になっているし、海岸線に沿って漁村が形成されていて

民家が集中している。ベンディンサオマイである第2 地区は、わずか3.77km2 の広さに、1 万

7,130 人が居住する。

5）カンゾー郡南端

Long Tau 川と Long Tranh 川に挟まれたカンゾー郡 LONG Hoa 地区及び Can Thanh 地

区はホーチミン市の最南端の地域であるが、その南に面した海岸は巨大な砂丘が形成されて

いる。また、南部東側は Long Tau 川の右岸にあたるが、大規模ではないが砂丘が発達して

いる。南部西側の Long Tranh 川左岸も同様で、南面シナ海側まで連続して砂丘が形成され

ている。
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6）チーバイ川とその陸域

フーミー港及びカイメップ港が計画されているチーバイ川の自然条件の概要は以下のとお

りである。

①　地形：チーバイ川河口沿岸海域からフーミー港が計画されている地域までの、チーバ

イ川の水深は、一番浅い所で基準海面下9m である。チーバイ川のかなりの部分における、

河川中央付近は非常に深く 20 ～ 30m の水深がある。チーバイ川陸域は、対照的にほぼ全

域が標高＋ 2.0m であり、クリークが数多く存在し、奥深く入り込んでいて、高潮位時に

おいては、クリーク周辺のかなりの陸地が水没する。その潮間帯及びクリーク域はマン

グローブに覆われ、陸地部は森林を構成し、区別のつけにくい密林を形成している。

②　潮位：近くの沿岸海域の潮位とほぼ同じレベルで潮位は推移する。基本的には、1 日 2

回潮であり、潮差は大潮時 4.5m、小潮時 2.0m である。

大潮満潮位（HWLS） CD ＋4.5m

大潮干潮位（LWLS） CD　 0.0m

平均潮位　（MSWL） CD ＋2.0m

③　地質：チーバイ川の生成は新しく、第 4 紀の陥没により形成されたといわれている。地

質は、一般的には、南部デルタの地質と共通していて、物理的特徴としては、硬くはない

が、基礎杭構造には適当な強さをもっているとされている。

（3）自然条件調査

1）資料・情報の収集一般

ヴィエトナム国では、自然条件や環境に関する資料は政府が所有している場合が普通であ

るが、政府に資料を要求する場合において、資料請求先が省庁であると、カウンターパート

の関係省庁（同格レベル）から公式文書にて、請求する必要がある。また、省庁の関連する

下部機関から資料請求する場合においても、内部での認可・承認の文書主義が徹底していて、

請求先の許可（請求資料受け取り）には相当な日数を覚悟する必要がある。

収集した資料においても、生データの場合が多く、気象観測資料等は、統計処理されたも

のは得られない。また、外国人が資料請求すると、日数的にも必要以上の時間がかかるので、

現地の調査会社に資料収集及び必要があれば、資料の解析・統計処理を委託するのが賢明な

方法といえる。

本件調査においては、マスタープランではホーチミン市（サイゴン港及び他河川港）を含

むブンタオ、フーミー、カイメップ地域が調査対象地域となり、F ／ S では、フーミーその

他地区のうち 1 地区（2 地区になるかもしれない）が対象になる。F ／ S の対象となる、フー

ミーとカイメップを流れるチーバイ水路の沿岸水路海域はホーチミン市を流れる Long Tau
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川の河口部海域と重なり、当河川の延長海域には－ 10m 以下の浅い海域が見られる。開発

計画される港湾は大水深港として－ 14m とか－ 16m といった大型港湾であり、航路計画で

は浚渫が必要となる。当海域が Long Tau 川のエスチュアリー影響圏であると考えられるの

で、浚渫を行えば維持浚渫を覚悟せねばならない。当海域の浚渫を伴う航路計画は、本件調

査での技術的課題のなかでも重要部分でもあり、現況の把握と技術的な分析・解析を行うう

えで資料の獲得を行うために現況調査を実施する必要がある。

2）沿岸航路海域の自然条件調査

チーバイ川沿岸航路と Long Tau 川海洋航路が合流する海域を中心に、既存の海域航路に

沿って幅 1km、長さ 8km の地域で深浅測量を実施する。また、その海域周辺で、以下の自

然条件調査を行う。

①　航路計画・浚渫計画策定のための、底質調査

②　航路計画・浚渫計画策定のための、深浅測量

③　航路計画・浚渫計画策定のための、流況観測

④　航路計画・浚渫計画策定のための、広域海域の沿岸・海底変化履歴解析

⑤　航路計画・浚渫計画策定のための、水質測定

3）ブンタオ、フーミー、カイメップ地区（マスタープラン段階）

港湾開発候補地点の自然条件を把握するため、下記の調査を行う。

①　マスタープラン／適地選定のための、深浅測量

②　マスタープラン／適地選定のための、地形測量

③　マスタープラン／適地選定のための、海上／陸上ボーリング

④　マスタープラン／適地選定のための、対象地域海岸・河岸の地形変化履歴

⑤　航路計画部分、水路全域の深浅測量

なお、各地点の深浅測量範囲は以下のようである。

①　カイメップ地区

カイメップ地区はチーバイ川最下流河口部から奥に入り左に大きく蛇行する地域の地

名であるが、その蛇行する直前の左岸に、VINAFOOD －GCR の用地が造成されていて、

穀物倉庫建築物は既に完成している。VINAFOOD の用地を含み、下流側 3km の区間は

運輸省海運総局の計画どおり、臨港工業団地としての用地が既に割り当てられ、コンテ

ナ港を含む商港の建設可能用地は最下流の 3km である。

この商港可能用地については、過去に地形測量がされておらず、地形・汀線・深浅の

一貫した測量を実施する。

また、残りの工業港地区についても、フーミーへの航路計画を策定するために、中央

航路区域及び臨港河岸側の深浅測量を行う。
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商港地区　　　L ＝ 3,000m 測線間隔　100m、測線長　700m、測深距離 21km

臨港工業地区　L ＝ 3,000m 測線間隔　100m、測線長　500m、測深距離 15km

チーバイ水路の沿岸航路部 測線間隔　100m、測線長　700m、測深距離 21km

　　             　（L ＝ 3,000m）

②　フーミー港

カイメップ港から奥へ、3km に及ぶ S 字の大きく蛇行する水路を経て、運輸省海運総

局の計画するフーミー港がある。計画されている岸壁総延長は約 6km であるが、その

うち中央部に位置するバリアセレス臨港工業用地は既に創業を開始しているものの、そ

の他の化学・薬品工業用地については、建設は進んでいない。フーミー地区の最下流側

に商港としてのコンテナターミナルほかが計画されている。フーミー港は陸域の境界測

量はなされている。

S 字進入航路 3km 測線長　500m、　測線間隔　100m、測深距離 15km

商港区域 3km 測線長　700m、　測線間隔　100m、測深距離 21km

工業地区　　L ＝ 4km 測線間隔　100m、深浅測線長、500m、測深距離 20km

③　ブンタオ港

ブンタオ新港計画は、DINH 川河口の海面を埋め立てて計画される。当地域の海岸前

面は非常に浅く、海面を埋め立てて沖合いに係留岸壁・航路・泊地が設定される。当地

域の深浅測量は、埋め立て予定地を含めて行う。

予定港湾区域全域 岸壁法線　3km、奥行き（横断）2km、測線間隔 100m

測深距離　60km

4）水文気象観測資料の統計処理・解析

ヴィエトナム国南部地区には 9 か所の水文気象観測局があるが、ホーチミン市の観測局は

南部地区を総括している、南部の拠点観測局である。生データは年数回の割合で、コピーさ

れ上部管轄省庁である気象庁に送られている。それゆえ、ホーチミン市の観測局が、最新の

データを所有していることになる。対象地域付近ではブンタオとホーチミンに、気象観測局

（測候所）及び検潮所があり、データが蓄積されている。測候所では、気圧、日照時間、湿度、

風（風力、風向）、雨、気温、天候を長期に連続観測している。これらの資料を月別に統計処

理し各年の資料を集計して気象統計資料として活用や、設計に必要な確率強度・度数等の統

計数値計算が必要である。また、ブンタオとホーチミンでの 2001 年の潮位表の予測値はあ

るものの、潮位情報がなく検潮所での観測結果に基づき潮位調和分解を行って潮位情報を得

る必要がある。生データはヴィエトナム語であり、資料収集や解析に慣れている現地コンサ

ルタントに統計解析業務を委託して行う。

なお、観測局では、不定期であるが、サイゴン港と河口に至る河川、チーバイ水路等で海
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水塩基（PF）濃度、塩分濃度、透明度、S ／ S、BOD ／ COD 分析を行っており、また、台

風履歴や自然災害記録と解析資料を所有しているので、現地コンサルタントに、それら資料

の収集と解析を委託する。

5）河岸変化解析

サイゴン川河口部からブンタオに至る、広域での 3 時代の航空写真を分析し、マクロでの

沿岸漂砂、河岸浸食・堆積、河道変化の履歴を分析する。

マスタープランの調査対象地域である、ブンタオ、フーミー／カイメップの 2 地域と沿岸

水路海域においては、航空写真を拡大し、軍地理局から収集する地形図（1：25,000）と同一

縮尺で、河岸、河道変化履歴の解析を行う。

6）地形測量

カイメップ地区には、航空測量（最大でも1：10,000 が限界）によらない、地形測量がなさ

れてなく、マスタープランの段階で地形測量結果が必要であるので、横断測量を基本にした

地形測量を実施する。測量測線は、深浅測量、汀線測量と同一の断面を用い、測線間隔は50m

とする。なお、横断奥行きは 500m とする。

地形測量 3km ×500m ＝150ha

7）土質調査

ボーリングデータは入手していないが、マスタープラン対象地域の土質は、50m 程度の深

さまでには固い岩盤層は確認されず、杭の支持力は摩擦力により計算され設計されている。

マスタープランのサイト選定のために、各サイト 2 本計 6 本の海上ボーリングを行う。また、

既存資料が乏しいと考えられるカイメップ地区においては、3 本の陸上ボーリングを実施す

る。海上ボーリングの実施位置は、岸壁構造設計の参考資料として、主として使用されるも

のであるので、想定される岸壁法線上で行う。

4 － 2　環 境 現 況

（1）環境概況

調査対象のヴィエトナム国南部港湾は、ホーチミン市、ドンナイ省、バリアブンタウ省の

3 省にまたがっている。この 3 省での環境に関する所轄は、ホーチミン市が管轄する環境組織

が掌握している。その組織図及び Standing Committee、The Members を図 4 － 8 に示す。

ホーチミン市内の河川港、河川域を含む調査対象沿岸や沖合いには珊瑚礁の存在はない。調

査対象地域である、チーバイ水路河岸とその入り込んだ中小多数のクリークの水際線にはマ

ングローブが生育し、陸域の森林と境界を区分することなく密林を形成している。マングロー

ブを含む密林は農林省が管轄しており育成・保存等管理している。

マングローブの生育する水際線から水域は、海生生物が多様に生息する場所であるので、生
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態系の調査が必要と考えられる。当地域では、エビと魚の養殖は盛んであるが、クリークの

奥深くに池を作り、養殖しているのがほとんどで、港湾区域として設定されるであろう、水

路周辺部には養殖用人工池はほとんど存在しない。

チーバイ水路沿いのフーミー及びカイメップには、大小多くのクリークが入り込んでいて、

水路河岸とともにその水際線と水域は、マングローブに覆われている。マングローブは陸域

の森林と一体となって密林を形成している。マングローブには多様な生態系が存在し、また、

燃料等の日常生活に利用されており、環境への影響について評価する必要がある。

カンゾー郡最南端のラグーンであるロンホア地区及びロンタン地区がある、カンゾー島は、

海岸が長大な砂丘に覆われ、島内はマングローブ樹林と森林による密林を形成する。その密

林は自然保護林に指定され、自然がそのまま残された貴重な島である。また、同島クリーク

には貴重種のワニの生息が確認されている。ヴィエトナム国政府は、同島を世界自然遺産に

指定すべく準備を進めていて、近く登録を申請する予定であると聞いている。

（2）環境現況調査

1）マングローブ、生態系調査等

森林調査：管轄の農林省への聞き込み調査／目視観察調査

　　　　　（樹木の種類、分布、密度、利用状況等）

マングローブ調査：分布、種類、生育程度、生育密度、利用状況調査

生態系調査：マングローブ領域の抽出による生物生態調査

　　　　　　（鳥類、両生類、海生生物インベントリー調査）

CAN GIO 島調査：マングローブを含む森林保全／動植物環境保全地区である同島に関す

る環境への影響を評価する。現地踏査も必要

2）底質調査（環境調査）

環境現況を評価するため、下記項目の底質調査を行う。

底質調査：試料採取　3 地点×各 5 か所＝ 15 か所

物理試験：室内試験　粒度分析、比重、含水比

化学試験：カドミウム、全シアン、鉛、六価クロム、砒素、総水銀、アルキル水銀、PCB

3）水質調査（環境調査）

底質調査を行う同一地点で、水質調査を行う。水質採取は、表面水（表面から 1m 深さ）、

底層水（海底面から 1m 上）、中間層の 3 層で行う。

調 査 数：3 地点×各 5 か所× 3 層＝ 45 か所

現地測定：水温、塩分濃度、比重、透明度、S ／ S

生活項目：水素イオン濃度（pH）、COD、DO、大腸菌群数、n- ヘキサン抽出物質
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健康項目：カドミウム、全シアン、鉛、六価クロム、砒素、総水銀、アルキル水銀、PCB

（3）環境予備調査

収集した資料や情報を基に、環境予備調査の結果を、プロジェクトの概要、プロジェクト

立地環境、スコーピング結果表、スクリーニング結果表、総合評価にまとめた。
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第 5 章　本格調査への提言

5 － 1　調査の目的

本調査は、ヴィエトナム国南部の港湾（ホーチミン市の港湾、チーバイ川の港湾、ブンタオ地区

の港湾）について、全体の需要予測、港湾間の機能分担、管理運営形態の望ましいあり方を検討し、

2020 年を目標年次とする港湾開発運営戦略及びマスタープランを作成する。さらに 2010 年を目

標とする短期整備計画を作成するとともに、このなかの優先プロジェクトについてフィージビリ

ティ調査を実施する。

5 － 2　対 象 地 域

本調査対象地域は、S ／W に示すとおり、ホーチミン市の港湾（サイゴン川、ドンナイ川に沿っ

た港湾、ナベ川に沿った港湾、ソイラップ川に沿った港湾）、チーバイ川に沿った港湾群、ブンタ

オ地区の港湾群とする。

M／M の末頁では、これらに誤解が生じないよう、STUDY AREA として、ホーチミン地区、

チーバイ川地区、ブンタオ地区の 3 つの調査対象地区をイメージ的に図示している。

なお、事前調査期間中、ヴィエトナム国側より、カントー港も含めてほしいとの要請があった

が、カントー港については、ヴィエトナム国南部港湾のマスタープランを作成する際、そこでの

取扱貨物等について考慮するものの、調査の対象には含めないこととして合意を得ている。

5 － 3　目 標 年 次

目標年次は、港湾開発戦略及びマスタープランで 2020 年、フィージビリティ調査で 2010 年と

する。

5 － 4　調査の項目と内容

前述の目的を達成するため、本格調査で実施する調査の項目と内容は以下のとおりである。

（1）第 1 次国内作業

1）国内で入手可能な関連資料・情報のレビュー

2）調査の基本方針、調査方法、工程、手順、体制、及び技術移転の手法の検討

3）調査の方針、調査スケジュールを取りまとめたインセプションレポートの作成
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（2）第 1 次現地調査

1）現状分析及び関連情報の把握、分析

現状及び関連情報の把握、分析にあたっては、VITRANSS をはじめとした関連計画、関連

調査等を十分把握のうえ、レビューをする必要がある。

なお、事前調査団が収集した資料及び関連資料の在処は付属資料の「資料収集リスト」の

とおりである。

①　社会・経済データ

ヴィエトナム国及び南部港湾地区の人口、産業、貿易、外国からの投資等の社会経済条

件や地域構造について既存資料等を分析する。

②　関連プロジェクト

ヴィエトナム国南部港湾地区における地域開発計画、工業・農業開発計画、交通施策開

発計画等に関して、既存資料を中心として分析する。

関連プロジェクトとして、カントー港に関する計画も考慮する必要がある。

③　既存港湾開発計画

既に実施されている港湾開発・管理に関する調査研究、政策及び施行されている各種の

規則等を分析する。また、本調査に関連する Thi Vai-Vung Tau Deep Water Port Com-

plex Master Plan、Saigon Port Study、SEFA Study について分析する。

④　港湾に関連する物流・人流

ヴィトナム国南部港湾地区における港湾物流・人流の現状について分析する。物流に関

しては、取扱貨物の量、品目、出入り先、荷姿等のほか、船舶航行数、船種、船型につい

ても把握する。

⑤　港湾の管理体制・組織体制

南部港湾の輻輳した港湾管理体制について分析するとともに、相互の関連性や問題点

について分析する。

特に、サイゴン川沿いのタンカン港、サイゴン港、ベンゲ港、VICT の 4 つの港湾は、

それぞれで港湾管理主体が異なっているだけでなく、航路の管理は、一元的にビナマリ

ンによって行われるなど、1 つの港湾エリアのなかでも、役割分担がなされていることな

どに留意し、計画、建設、維持・管理、運営に至るまで、各段階の主体、許認可に係る組

織の相互関係、税関・検疫の仕組み、タリフの決定の仕組み等についても把握・分析する。

⑥　港湾荷役システム

国、地方公共団体、民間、軍など異なる港湾管理主体ごとに、港湾管理主体と荷役施設

のオペレーターの組織関係、24 時間 365 日稼働に係る許認可の仕組み等、荷役システム

の現状について調査する。
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2）自然条件及び環境調査

�　一般

ヴィエトナム国では、自然条件や環境に関する資料は政府が所有している場合が普通

であるが、政府に資料を要求する場合において、資料請求先が省庁であると、カウンター

パートの関係省庁（同格レベル）から公式文書にて、請求する必要がある。また、省庁の

関連する下部機関から資料請求する場合においても、内部での認可・承認の文書主義が

徹底していて、請求先の許可（請求資料受け取り）には相当な日数を覚悟する必要がある。

収集した資料においても、生データの場合が多く、気象観測資料等は、統計処理された

ものは得られない。また、外国人が資料請求すると、日数的にも必要以上の時間がかかる

ので、現地の調査会社に資料収集及び必要があれば、資料の解析・統計処理を委託するの

が賢明な方法といえる。

本件調査においては、マスタープランではホーチミン市（サイゴン港及び他河川港）を

含むブンタオ、フーミー、カイメップ地域が調査対象地域となり、F ／ S では、フーミー

その他の地区のうち 1 地区（2 地区になるかもしれない）が対象になる。F ／ S の対象と

なる、フーミーとカイメップを流れるチーバイ水路の沿岸水路海域はホーチミン市を流

れる Long Tau 川の河口部海域と重なり、当河川の延長海域には－ 10m 以下の浅い海域

が見られる。開発計画される港湾は大水深港として－ 14m とか－ 16m といった大型港湾

であり、航路計画では浚渫が必要となる。当海域が Long Tau 川のエスチュアリー影響圏

であると考えられるので、浚渫を行えば維持浚渫を覚悟せねばならない。当海域の浚渫

を伴う航路計画は、本件調査での技術的課題のなかでも重要部分でもあり、現況の把握

と技術的な分析・解析を行ううえでの資料の獲得を行うために現況調査を実施する必要

がある。

マスタープラン策定と F ／ S 実施時期が異なり、両調査の調査精度・密度も異なるの

で、自然条件・環境現況の現地調査は、2 回に分けて行う。

マスタープラン策定用；第 1 次現地調査時

F ／ S 用 ；第 2 次現地調査時

�　自然条件に係る実施区域ごとの現地現況調査内容

a）沿岸航路海域

①　航路計画・浚渫計画策定のための、底質調査

②　航路計画・浚渫計画策定のための、深浅測量

③　航路計画・浚渫計画策定のための、流況観測

④　航路計画・浚渫計画策定のための、広域海域の沿岸・海底変化履歴解析

⑤　航路計画・浚渫計画策定のための、水質測定
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b）ブンタオ、フーミー、カイメップ地区（マスタープラン段階）

①　マスタープラン／適地選定のための、深浅測量

②　マスタープラン／適地選定のための、地形測量

③　マスタープラン／適地選定のための、海上／陸上ボーリング

④　マスタープラン／適地選定のための、対象地域海岸・河岸の地形変化履歴

⑤　航路計画部分、水路全域の深浅測量

c）F ／ S 対象地域

①　F ／ S 実施に必要な、深浅測量

②　F ／ S 実施に必要な、海上／陸上ボーリング

③　F ／ S 実施に必要な、地形測量

④　環境影響評価に必要な、水質／底質調査

⑤　環境影響評価に必要な、マングローブ生態調査

⑥　環境影響評価

d）南部港湾全域／調査全体事項

①　気象・潮位観測生データから、統計解析

②　上記解析結果、台風観測記録から設計・施工条件の設定

③　その他

�　第 1 次現地調査において再委託で実施する項目

a）水文気象観測資料の統計処理・解析

ヴィエトナム国南部地区には 9 か所の水文気象観測局があるが、ホーチミン市の観測

局は南部地区を総括している、南部の拠点観測局である。生データは年数回の割合で、コ

ピーされ上部管轄省庁である気象庁に送られている。それゆえ、ホーチミン市の観測局

が、最新のデータを所有していることになる。対象地域付近ではブンタオとホーチミン

に、気象観測局（測候所）及び検潮所があり、データが蓄積されている。測候所では、気

圧、日照時間、湿度、風（風力、風向）、雨、気温、天候を長期に連続観測している。こ

れらの資料を月別に統計処理し各年の資料を集計して気象統計資料として活用や、設計

に必要な○年確率数値、確率強度・度数等の統計数値計算が必要である。また、ブンタ

オとホーチミンでの 2001 年の潮位表の予測値はあるものの、潮位情報がなく検潮所での

観測結果に基づき潮位調和分解を行って潮位情報を得る必要がある。生データはヴィエ

トナム語であり、資料収集や解析に慣れている現地コンサルタントに統計解析業務を委

託して行う。

なお、観測局では、不定期であるが、サイゴン港と河口に至る河川、チーバイ水路等

で海水塩基（PF）濃度、塩分濃度、透明度、S ／ S、BOD ／ COD 分析を行っており、ま
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た、台風履歴や自然災害記録と解析資料を所有しているので、現地コンサルタントに、そ

れら資料の収集と解析を委託する。

b）河岸変化解析

サイゴン川河口部からブンタオに至る、広域での 3 時代の航空写真を分析し、マクロ

での沿岸漂砂、河岸浸食・堆積、河道変化の履歴を分析する。

マスタープランの調査対象地域である、ブンタオ、フーミー／カイメップの 2 地域と

沿岸水路海域においては、航空写真を拡大し、軍地理局から収集する地形図（1：25,000）

と同一縮尺で、河岸、河道変化履歴の解析を行う。

c）流況調査／海水質観測

チーバイ水路の沿岸海域の浚渫が必要と思われる区域（5km × 2km）の 15 地点で、午

前 1 回、午後 1 回、15 日間連続で、流速、流向を観測する。各地点での観測測点は、表

層（表面から 1m 深度）、底層（海底面上 1m）、中間層（中間深度）の 3 点とし、各々の観

測測点で、S ／ S、塩分濃度、海水温度、色彩を観測・観察する。

観測地点 格子状各 1km 間隔　航路横断方向　3 点（2km）

縦断方向　 5 点（4km）　合計 15 地点

観測測点 各地点 3 測点（表、中、底）　合計　45 測点

観測期間 15 日連続

観測時間 各地点午前・午後各 1 回、6 時間ごと、定刻

観測項目 流速、流向（ポータブル流速計）

S ／ S、塩分濃度、海水温度、色彩

d）自然条件底質調査

流況観測を行う 15 地点と同じ地点で底質試料採取を行う。底質調査は流況観測の前と

後の計 2 回行う。採取した試料の試験項目は、粒度、比重の試験を実施する。

e）深浅測量

マスタープランで提案されている、ブンタオ、フーミー、カイメップの 3 地区につい

て航路及び泊地計画部において水深条件を把握するため、深浅測量を実施する。また、

チーバイ水路の沿岸海域の浚渫が必要とされる地域で深浅測量を実施する。なお、各地

区における、測量数量・測線間隔等は以下のとおりとする。

①　カイメップ地区

カイメップ地区はチーバイ川最下流河口部から奥に入り左に大きく蛇行する地域

の地名であるが、その蛇行する直前の左岸に、VINAFOOD － GCR の用地が造成さ

れていて、穀物倉庫建築物は既に完成している。VINAFOOD の用地を含み、下流側

3km の区間は運輸省海運総局の計画どおり、臨港工業団地としての用地が既に割り
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当てられ、コンテナ港を含む商港の建設可能用地は最下流の 3km である。

この商港可能用地については、過去に地形測量がされておらず、地形・汀線・深

浅の一貫した測量を実施する。

また、残りの工業港地区についても、フーミーへの航路計画を策定するために、中

央航路区域及び臨港河岸側の深浅測量を行う。

商港地区　　　L ＝ 3,000m 測線間隔100m、深浅測線長700m：測深距離21km

臨港工業地区　L ＝ 3,000m 測線間隔100m、 深浅測線長500m：測深距離15km

チーバイ水路の沿岸航路部 測線間隔100m、深浅測線長700m：測深距離21km

　　　　　　（L ＝ 3,000m）

②　フーミー港

カイメップ港から奥へ、3km に及ぶ S 字の大きく蛇行する水路を経て、運輸省海

運総局の計画するフーミー港がある。計画されている岸壁総延長は約 6km であるが、

そのうち中央部に位置するバリアセレス臨港工業用地は既に創業を開始しているも

のの、その他の化学・薬品工業用地については、建設は進んでいない。フーミー地

区の最下流側に商港としてのコンテナターミナルほかが計画されている。フーミー

港は陸域の境界測量はなされている。

S 字進入航路 　3km 測線長 　500m、測線間隔　100m：測深距離 15km

商港区域 　3km 測線長　700m、測線間隔　100m：測深距離 21km

工業地区　L ＝ 4km 測線間隔　100m、深浅測線長　500m：測深距離 20km

③　ブンタオ港

ブンタオ新港計画は、DINH 川河口の海面を埋め立てて計画される。当地域の海岸

前面は非常に浅く、海面を埋め立てて沖合いに係留岸壁・航路・泊地が設定される。

当地域の深浅測量は、埋め立て予定地を含めて行う。

予定港湾区域全域　　岸壁法線 3km、奥行き（横断）2km　測線間隔 100m

　　　　　　　　　　測深距離 60km

④　沿岸水路海域

海図を参考にすると、－ 9m を最浅部にして－ 12m までの長さが約 3km、－ 14m

までが約 6km である。－ 16m 水深までが計画検討されるとして、航路長さ方向に

8km、横断方向は 2km とし、100m 間隔で深浅測量を実施する。

沿岸航路測量　8km × 1km；間隔 100m　80km

f）地形測量

カイメップ地区には、航空測量（最大でも 1：10,000 が限界）によらない、地形測量が

なされてなく、マスタープランの段階で地形測量結果が必要であるので、横断測量を基
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本にした地形測量を実施する。測量測線は、深浅測量、汀線測量と同一の断面を用い、測

線間隔は 50m とする。なお、横断奥行きは 500m とする。

地形測量 3km ×500m ＝150ha

横断図　60 測線：奥行き　500m

g）土質調査

ボーリングデータは入手していないが、マスタープラン対象地域の土質は、50m 程度

の深さまでには固い岩盤層は確認されず、杭の支持力は摩擦力により計算され設計され

ている。マスタープランのサイト選定のために、各サイト 2 本計 6 本の海上ボーリング

を行う。また、既存資料が乏しいと考えられるカイメップ地区においては、3 本の陸上

ボーリングを実施する。海上ボーリングの実施位置は、岸壁構造設計の参考資料として、

主として使用されるものであるので、想定される岸壁法線上で行う。

海上ボーリングは、ボーリング台船を使用し、エンジン付きロータリーボーリング機

械を使用して行う。

ボーリング： 海上ボーリング 陸上ボーリング

ボーリング本数： 3 地区× 2 本＝ 6 本 カイメップ地区　3 本

ボーリング深度： 各 40m × 6 本＝ 240m 各 50m ×3 ＝ 150m

SPT、試料採取箇所： 1m ごと 38 × 6 ＝ 228 か所 1m ごと 45 × 3 ＝ 135 か所

室内物理試験： 同上 228 か所 同上 135 か所

不撹乱試料採取及び 2 か所／本、12 か所 5 か所／本　15 か所

圧密試験（3 軸圧縮）：

�　第 2 次現地調査にて実施する再委託調査

a）地形測量

F ／ S 対象地区については、航空測量によらない、1 ／ 2,000 程度の縮尺をもつ地形

図が必要である。地形図を作成するため、横断測量を基本にした地形測量を実施する。測

量測線は、マスタープランと F ／ S で実施する深浅測量・汀線測量（間隔 100m、F ／ S

はその中間を行う）と同一の断面を用い、測線間隔は 50m とする。なお、横断奥行きは

500m とする。

地形測量 3km ×500m ＝150ha

横断図　60 測線：奥行き　500m

b）深浅測量

F ／ S 実施地域において、マスタープランで行った、深浅測量の測線（間隔 100m）の

中間部を測線測量する。

F ／ S 対象地区　　L ＝ 3,000m　　測線間隔 100m、深浅測線長 700m：21km
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c）土質調査

F ／ S 調査対象地域の陸域 3 本、海上（岸壁計画法線上）3 本計 6 本のボーリングによ

る土質調査を行う。ボーリング及び土質試験の仕様は、第 1 次調査と同様である。

陸上ボーリング　　　　3 本　長さ 50m　総延長　3 × 50 ＝ 150m

海上ボーリング　　　　3 本　長さ 50m　総延長　3 × 50 ＝ 150m

＜環境現況調査＞

d）底質調査（環境調査）

マスタープラン候補 3 地点において底質調査を行う。各地点につき 5 か所の底質を採

取する。採取した底質試料は、試験室にて粒度分析、比重、含水比（粘性土）の室内試験

を実施する。また、化学分析として、カドミウム、全シアン、鉛、六価クロム、砒素、総

水銀、アルキル水銀、PCB の検出を行う。

底質調査： 試料採取　3 地点×各 5 か所＝ 15 か所

物理試験：室内試験　粒度分析、比重、含水比

化学試験：カドミウム、全シアン、鉛、六価クロム、砒素、総水銀、アルキル水銀、PCB

e）水質調査（環境調査）

底質調査を行う同一地点で、水質調査を行う。水質採取は、表面水（表面から1m 深さ）、

底層水（海底面から 1m 上）、中間層の 3 層で行う。

調 査 数：3 地点×各 5 か所× 3 層＝ 45 か所

現地測定：水温、塩分濃度、比重、透明度、S ／ S

生活項目：水素イオン濃度（pH）、COD、DO、大腸菌群数、n- ヘキサン抽出物質

健康項目：カドミウム、全シアン、鉛、六価クロム、砒素、総水銀、アルキル水銀、PCB

f）環境影響評価

チーバイ水路沿いのフーミー港区又はカイメップ港区がF ／ S の対象となった場合、港

湾区域内には大小多くのクリークが入り込んでいて、水路河岸とともにその水際線と水

域は、マングローブに覆われている。マングローブは陸域の森林と一体となって密林を

形成している。マングローブには多様な生態系が存在し、また、燃料等の日常生活に利

用されており、環境への影響について評価する必要がある。

森林調査：管轄の農林省への聞き込み調査／目視観察調査

　　　　　（樹木の種類、分布、密度、利用状況等）

マングローブ調査：分布、種類、生育程度、生育密度、利用状況調査

生態系調査：マングローブ領域の抽出による生物生態調査

　　　　　　（鳥類、両生類、海生生物インベントリー調査）

Thanh Binh 島調査：マングローブを含む森林保全／動植物環境保全地区である同島
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に関する環境への影響を評価する。現地踏査も必要

部分的環境影響評価：開発行為に伴う、マングローブ、森林、マングローブに生息す

る鳥類、両生類、海生生物の環境への影響について、それぞれ

の項目ごとに、評価する。

（3）第 1 次国内作業

1）以下の項目について検討する。

①　社会経済フレームの設定

既存のフレームを参考に 2020 年及び 2010 年の社会経済フレームを設定する。

②　需要予測の実施

2020 年及び 2010 年の南部港湾全体に対する需要予測を実施する。

予測手法は、主要品目別に需要量を推計するとともに、コンテナ等取扱形態別にも需要

予測結果を提示する。

③　各港の位置づけの分析

今後の南部港湾内での機能分担を検討するための基礎的な情報として、各港の現状の

位置づけを以下の点から分析する。

・インフラストラクチャーの整備状況（岸壁延長・水深、荷役機械等の付帯施設、老朽

化度、水域、航路幅等）

・管理運営システムの評価（税関・検疫システムの整備状況、財政状況、取扱貨物の出

入りのバランス等）

・荷役システムの評価（稼働時間、荷役効率、運営の安定性（操作員数）、正確度（操作

員技術力）、事故率等）

・サービス水準の比較（タグボート数、給水・給油施設整備状況、手続き時間・煩雑さ、

滞船時間、自然条件による岸壁稼働率等）

④　港湾関連組織の評価

港湾開発、港湾荷役及び港湾管理に関する現状の組織体制を分析し、問題点を明らかに

する。

⑤　河川港にかかわる制約条件の整理

航路水深や航路航行の観点から河川港の制約条件を、既存の調査研究や航路維持計画

を参考にして整理する。

⑥　港湾開発戦略の作成

各港湾間の機能分担のあり方、そのために必要なインフラ整備の規模、資金調達の手法

等を含んだ港湾開発戦略を作成する。
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⑦　港湾管理運営指針の作成

港湾の管理運営に関する規則の整備、組織のあり方、民営化の方針等を含んだ港湾管理

運営指針を作成する。

⑧　港湾の開発概念の作成

3 つの港湾群の港湾開発の方針を取りまとめる。

（4）第 2 次現地調査

1）港湾開発・管理運営に関するマスタープランの作成

①　港湾開発マスタープランの作成

南部港湾の適切な機能分担を考慮した港湾開発マスタープランを作成する。

②　背後圏の陸送システムの検討

港湾と背後圏との陸上輸送のあり方について検討するとともに、必要な陸上交通シス

テムの整備に関して提言を作成する。

③　主要プロジェクトの選定

マスタープランのなかから、特に当該地区の今後の発展にとって重要なプロジェクト

を主要プロジェクトとして選択する。（主要プロジェクトは 3 つの港湾群から、少なくと

もそれぞれ 1 つ以上は選定することとする。）

④　開発計画の作成

主要プロジェクトの港湾計画概略案を作成する。

⑤　管理運営計画の作成

主要プロジェクトの管理運営計画・荷役計画概略案を作成する。

⑥　民営化方針の検討

主要プロジェクトの整備及び荷役分野への民営化の導入可能性について検討する。

⑦　概略事業費の算定

主要プロジェクトに関して概略事業費を算定する。

⑧　概略経済分析の実施

主要プロジェクトに関して簡易な手法で経済分析を実施する。

⑨　実施計画の作成

主要プロジェクトの実施計画を作成する。

⑩　IEE の実施

主要プロジェクトに関して IEE を実施する。
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（5）第 2 次国内作業

1）2010 年目標の短期整備計画の作成

マスタープランの枠組みのなかで、2010 年までに実施すべき事業を選定し、短期整備計画

を作成する。短期整備計画には以下の項目を含むものとする。

①　2010 年を目標とする詳細な需要予測の実施

各港の機能分担方針等を踏まえて、2010 年目標の詳細な需要予測を実施する。

②　短期整備計画の特定

マスタープランの範囲内で 2010 年までに実施すべき緊急のプロジェクトを特定する。

これらについて施設計画案、管理運営案等を作成して、短期整備計画を取りまとめる。

③　主要プロジェクトの特定

チーバイ・ブンタオ地区の優位性に考慮しながら短期整備計画のなかでも特にフィー

ジビリティ調査を実施すべき主要プロジェクトを選定する。

（6）第 3 次現地調査

1）フィージビリティ調査のための予備的検討の実施

①　補足的自然条件調査、環境調査の実施

フィージビリティ調査のための必要となる補足的な現地調査を実施する。

②　フィージビリティ調査の予備的検討

港湾施設計画、施設レイアウト、管理運営計画、経済財務分析、EIA 等から成るフィー

ジビリティ調査のアウトラインを検討する。

③　先方との協議

これらの予備的検討について先方と協議し、課題等を明確にする。

（7）第 3 次国内作業

1）フィージビリティ調査の実施

①　港湾計画の作成

短期計画の主要プロジェクトについて施設計画、レイアウト計画等を含む港湾計画を

作成する。

②　民活導入の検討

主要プロジェクトにおける公共と民間の役割分担のあり方について検討し、当該プロ

ジェクトへの民間資本の活用可能性等について検討する。

③　概略設計の実施

主要港湾施設の概略設計を実施する。
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④　事業費の積算

概略設計に基づき事業費を積算する。

⑤　管理運営計画の作成

民活の導入も考慮した港湾の管理運営計画を作成する。

⑥　荷役システムに関する提言

民活の導入も考慮した港湾の荷役システムに関して提言を作成する。

⑦　経済財務分析の実施

プロジェクトの経済財務分析を実施する。

⑧　EIA の実施

プロジェクトに関して EIA を実施する。

⑨　実施計画の作成

プロジェクトの実施機関の選定等を含んだ実施計画を作成する。

2）総合的な提言の作成

プロジェクト全般に関してその評価と実現化に向けての提言等を取りまとめる。

3）ドラフトファイナルレポートの作成

上記の検討結果をドラフトファイナルレポートとして取りまとめる。この際、英語の要約

版のほか、ヴィエトナム語の要約版を作成する。

5 － 5　調査のスケジュール

調査期間は、S ／W に記載のとおり、20 か月とする。ただし、先方は円借款へつなげる意向を

有しており、申請手続きのスケジュールとの関係で 2002 年 6 月ごろには、おおよそのフィージビ

リティ調査の結果が出されることを希望している。これを考慮し、フィージビリティ調査対象プ

ロジェクトについては早めに先方との協議を始め、前倒し気味にフィージビリティ調査を進める

ことが望ましい。

5 － 6　本格調査の分野構成

本調査は、対象となる地域が広いだけでなく、対象地域内の港湾数も多く、港湾の管理主体が

多岐にわたることから調査の実施に、多くの労力を要することが想定される。また、ヴィエトナ

ム南部港湾を統括して管理する主体がないために、港湾の開発は無秩序に行われているのが現状

であり、港湾の管理主体が多岐にわたることから生じる港湾運営上の課題も多く抱えている。さ

らに、現状の港湾は、貨物の集発生地となるサイゴン市に集中して設置されており、船舶は、80

～ 90km にわたる河川の航行を強いられている。河川においては、流下土砂による航路埋没、航

路幅の制約、そのような厳しい自然条件のなか、安全確保のための夜間航行の制約、マングロー
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ブ等自然環境への影響等、取り組むべき課題も多い。これらの現状を踏まえ、本格調査の分野構

成としては、以下のとおりとすることが必要である。

（1）総括／港湾政策

・業務全体の取りまとめ

・港湾の開発戦略の検討

・港湾管理の基本方針の検討

（2）港湾計画Ⅰ／施設計画

・港湾施設の整備必要量の算定と個別施設の計画

・港湾施設の配置計画の作成

・臨港交通施設計画の作成

（3）港湾計画Ⅱ／機能分担

・港湾のポテンシャル分析

・港湾相互の分担関係の設定

・各港の適切な開発規模の設定

（4）管理運営Ⅰ／管理計画

・港湾管理のあり方の検討

・港湾管理主体の検討

・管理主体相互の調整手法の検討

・民活導入の基本指針の作成

・港湾管理運営の総合的検討

（5）管理運営Ⅱ／財務分析

・港湾荷役システムの検討

・港湾情報化システムの検討

・タリフ設定の基本方針の検討

・財務分析の実施

（6）地域開発

・港湾開発と地域開発の関連分析

・港湾機能分担と地域開発の関係の整理

（7）需要予測

・経済社会フレームの設定

・港湾需要予測の実施

・短期計画の詳細需要予測の実施
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（8）経済分析

・マスタープランに関する概略経済分析の実施

・フィージビリティ調査に関する経済分析の実施

（9）自然条件

・自然条件データの整理

・現地雇用自然条件コンサルタントの調査実施管理

（10）浚渫漂砂

・航路維持に関する既存調査の精査

・河川港の最大入港可能船の検討

・短期計画に関する航路維持計画の作成

（11）施設設計／積算／施工

・施設の概略設計の実施

・実施事業の積算

・施工計画の検討

（12）環境配慮

・IEE、EIA の実施

その他、本格調査団には、通訳、業務調整団員を必要とする。

5 － 7　ローカルコンサルタントの実態

ヴィエトナム国には、運輸省傘下の TEDI 及び TEDI-South がある。

TEDI-South が最近行った調査としては、以下のものがある。

1．Master Plan of Ho Chi Minh City-Thi Vai-Vung Tau Port System

（ビナマリンが発注、TEDI-South が実施中）

2．Feasibility Study of Soai Rap River Navigation Channel

（ビナマリンが発注、TEDI-South が実施。フェーズⅠの調査終了、フェーズⅡについてMOT

からの資金待ち）

3．Consultant  and Counterpart  for  the si te  survey,  hydraulic-sedimentological  s tudy and

environmental  impact  study on the Cai  Mep Multipurpose Terminal  in Thi Vai-Vung

Tau

（ベルギーが発注、TEDI-South が実施予定）

4．Feasibility Study of Dinh River Navigation Channel in Vung Tau

（ホーチミン市が発注、TEDI-South が実施し、既に終了）

・ホーチミン市内交通システム計画の検証
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Verification of Ho Chi Minh City Transport System Plan

（TEDI-South が実施し、1995 年既に完了）

・Pre-feasibility Study of Thi Vai Multipurpose Port）

（TEDI-South が実施し、既に終了）

・ビナマリンによる Study and Detailed Design of improving Thi Vai Navigation Channel

in Vung Tau -The channel section from Phu My to Go Dau

（TEDI-South が実施し、既に終了）

5 － 8　調査実施上の留意事項

調査内容を示す S ／W は、ヴィエトナム国側も完全に理解している。したがって、調査が港湾

管理に関する高度な政策事項から、河川の水深維持に関する技術的に高度な事項を含む大規模な

調査であることを除けば、S ／W の項目どおりに調査を進めれば、技術協力の目的を十分に達す

ることが可能であると考える。

あえて調査の実施にあたっての留意事項を列挙すれば、以下のとおりである。

（1）港湾の管理形態に関する検討

港湾の管理形態に関する検討にあたっては、日本のみならず、諸外国の港湾管理制度の例

についても研究し、複数の代替案を作成したうえで、ヴィエトナム国側と十分協議をすべき

である。

特に、サイゴン港湾群においては、管理主体の異なる 4 つの港湾が隣接しており、現在、そ

れらを一元的に管理、運営する組織がないため、各港が、それぞれに開発計画を有し、全体

的な観点から見ると非効率な投資が行われている。そこで、4 つの港湾を統括して管理する体

制を提案することが必要である。

（2）短期計画の優先プロジェクトの選定

短期計画の優先プロジェクトを選択する段階では、開発空間のチーバイ川沿いのフーミー

地区、カイメップ地区及びブンタオのベンディンサオマイ地区の大水深開発に関する技術的、

経済的な利害損失を十分に整理したうえで、ヴィエトナム国側と十分協議すべきである。（な

お、F ／ S の対象地区は前 2 者から選択される。）

（3）調査に対するヴィエトナム国側の意向への対応

＜サイゴン川沿いの港湾の移転構想＞

ホーチミン市が中心となって検討を進めているサイゴン川沿いの港湾の移転構想について
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は、日本の港湾再開発の事例を参考にきめ細かな提言を行うべきである。

＜カントー港における調査実施＞

調査実施にあたっては、関係機関の様々な意見を集約することが必要であるが、事前調査

団にも要求があったカントー港に対する調査実施など S ／W の範囲外の業務に対しては、こ

れを明確に拒否すべきである。

（4）大水深開発

ヴィエトナム国においても、将来的には、大水深の港湾施設を整備することが重要と思わ

れる。しかし、世界の基幹航路の主要な船舶である 6,000TEU 級のコンテナ船が寄港するた

めに必要とされる水深－ 16m を常時確保できる施設とすべきかどうかについては、維持浚渫

に要する費用、ヴィエトナム国における集発生貨物量、潮位変動等を考慮して、十分な検討

が必要である。

（5）F ／ S の概略結果提示のタイミング

S ／W 及びM ／M 締結後、運輸省ティエン次官より予想される円借款要請のタイミングを

勘案して、チーバイ川沿いのプロジェクトの F ／ S を 15 か月程度で終了するよう要請があっ

た。このため、必要に応じて JBIC 等との打合せを踏まえ、F ／ S の概略の結果を 15 か月目ご

ろに提示できるよう工夫を行われたい。

（6）資料収集

＜政府の所有する資料について＞

資料、データの入手にあたって、MOT 所管のものについては、基本的に無料で入手可能で

あるが、他省庁所管のものについては、同じ政府機関であっても購入しなければならないの

で、MOT を通じて無料で入手することは困難なようである。本格調査団が自ら購入すること

が求められる。

また、環境影響評価の細目等一部の資料については、販売にあたって、内部決裁が必要で、

その手続きに 1 ～ 2 週間程度要するとのことであるので留意されたい。

＜タンカン港に関する視察・訪問について＞

タンカン港は、軍が管理運営している港であり、敷居が高い。事前調査団がタンカン港を

訪問した際も、港内の視察は、港湾敷地内を事前調査団の車で走り抜けるにとどまった。ま

た、タンカン港の現状及び将来計画について話を伺った際、「このような会合をもつ場合には、

運輸省より、国防省宛文書により事前に許可を得られたい」と咎められている。本格調査時に

おいては十分留意されたい。
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（7）F ／ S 対象地域における環境・自然調査

今回、事前調査団が短時間ではあるが現地を視察した結果では、フーミー地区で、既に Pre-

F ／ S が行われるなどある程度の水深や土質、環境に関するデータがそろっているが、カイ

メップ地区、ブンタオ地区では、フーミー地区ほどのデータはそろっていない。ブンタオ地

区では、以前にBOT 方式による開発計画があり、その際、民間企業が独自に自然条件調査等

を実施したところであるが、それらのデータは、民間企業が有しているものであり入手する

ことは、困難である。また、その後、ビナラインがその開発計画を見直して引き続き検討を

進めている。

カイメップ地区、ブンタオ地区においてもフーミー地区と同程度の内容のデータを収集し、

不足分は本格調査実施時に現地再委託調査で実施するなどして補足したうえで、比較検討す

ることが必要である。
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